１．保育所民間移管について
· 質問
民主党は保育所の民間移管について賛成という立場であり、民間移管した保育所については、アンケートの結果、保護者の皆さんは概ね満足しており、大きな事故もなくうまくいっていると聞いています。ところが、午前中の質疑を聞いていると、皆さん引継ぎ等で不安に感じられているようであり、こちらの認識と違う点があるので、そのあたりの状況について伺います。

· 回答
移管済みの本山北町、なかはらでの保護者アンケートの結果では、８割～９割の方から、「満足している」「概ね満足している」というお答えをいただいた。共同保育の関係で鈴蘭台北町ではアンケートが未実施であるが、近々実施したい。怪我などの状況は、過去３年と比較して特に変わりない。保護者のみなさんのいろいろな意見をいただいて、法人にも努力していただき、概ね順調に進んでいる。

· 要望
午前中のお話では引継ぎに対しての不安が大きいようですが、引継ぎの予算を増やしたり、対処されているとは思いますが、柔軟に対応してください。
２．保育所関連要望２件
· 要望
保育所の待機児童について、東灘が多いと言うことで問題になっていたが、昨年１０月に一番多かったのは垂水区でした。保育所に入れないと仕事が再開できないという声も聞いているので、待機児童の解消には今後も努めていただきたいと要望します。

· 要望
病後時保育という施設は、働く女性にとって、子供が病気や病気回復時に一時的に預けることができる大変重要な施設です。現在、計画通りに進められていますが、少なくとも各区１箇所の施設の設置を早急に実現していただきたいと思います。

３．保育料の多子軽減について

· 質問
神戸市の保育料は国基準を軽減するために、約１２億円の上乗せ助成、午前中のご答弁で12億９５００万ですか、上乗せが行われていますが、年収のランクＤ４の世帯では、月に５万円近い保育料を払っています。ご主人が４００万円、自分が３００万円くらいで月５万円、２人目が軽減されていても７万５千円の出費となり、２人目を産むのに、大きな負担となっています。今年の予算で基準が緩和されましたが、もう少し思い切って２人目は無料に近づけるなど、さらなる軽減策はできないものか、伺います。

· 回答
ご指摘の通り、既に１３億円の助成（上乗せ）を行っている。少子化に歯止めをかけるためには、経済的負担を軽減することは重要と思っている。１９年度からは妊婦健康診査の公費負担を１回から２回にする、乳幼児医療助成を６歳から９歳まで引き上げる、児童手当の乳幼児加算を１０，０００円に引き上げるなどを実施予定。２人目を無料にということだが、保育所を利用している方と利用していない方の公平性の観点から、現時点では実施することは考えていない。


４．学童保育について

· 質問
知り合いに育児休暇を取った後に保育所を利用してフルタイムの仕事をしていた人がいましたが、学童保育が５時に終わってしまうので仕方なく会社を辞めてしまいました。また、別の友人は学童保育の時間が早いので、仕方なく塾に通わせているとも言っていました。待機児童の解消を一所懸命になってやってきて、学童保育は後追いになっているのかもわかりませんが、あちこちで深刻な状況ですから、時間の延長と過密解消についての見解を伺います。
· 回答
保育所はお金を払って延長保育がという形が取られているが、学童保育は午後５時までの受け入れとなる。ただ、規模の大きい、人のやりくりのできるところは、延長料３０００円をいただいた上で６時まで延長しているところもある。民間の地域型では、６時以降も実施しているところもあり、３／４が延長を実施している。
過密の問題、また、児童館でスタートしているため、学童保育の施設としての改修、その他に障害児の受け入れなどの問題等もある。
学童保育については、事業計画検討委員会を行っており、近隣の市町や政令市で行っているように学童保育料を取るなど、財源の問題も含めて検討し、取り組んでいきたい。
· 要望
過密解消や時間延長を、保護者の声を聞いて進めていただきたい。
５．健康長寿・介護予防について

· 質問
山梨県は、１９９９年に厚生省が行った調査報告において、男女とも健康寿命が長く、特に女性は日本一でした。健康長寿とは、ＷHOが提唱した新しい指標で、病気や痴呆、衰弱などで要介護状態となった期間を、 平均寿命から差し引いた寿命のことを指します。山梨県では、この結果を受けて、どういう要因によるものなのか、いろいろな調査が行われています。この調査結果から端的に指摘されているのは、地域の社会的ネットワークの中で暮らすということと、地域の伝統食の野菜たっぷりのほうとうを食するなど、スローフードの食生活をしているという点でした。健康長寿を目指していくことは、医療費の抑制にもつながることになります。
　２０年度からは、特定健診や特定保健指導も始まります。詳細は、これからになりますが、医療費の分析や調査を十分に行って、神戸という地域では、まずは現状がどうなのか、実態を把握し、今後に備えるべきと考えますが、ご見解をお伺いします。
· 質問
今年、ヴィッセル神戸との連携によって介護予防に取り組むことが提唱されています。ヴィッセルがＪ１に昇格でき、介護予防でもタッグを組むと聞いて、ヴィッセル神戸を応援する一員としても喜びたいと思います。
ヴィッセルとの連携は、主に、筋力などをつけるトレーニングと聞きますが、要介護になる原因の１／３くらいは、脳梗塞などの脳卒中であるといわれています。また、後期の高齢者では、骨粗しょう症に起因する骨折なども、その割合が高いと聞きます。脳卒中も骨粗しょう症も、食生活がかなりのウェイトを占めると思われますが、食生活の見直しによる若い頃からの介護予防に着目した施策は何か考えられていますか。
· 回答
Ｈ１３年から「健康こうべ２１」をベースに健康づくりを進めている。Ｈ１７年の中間評価では、朝食を欠食する男性、肥満男性、糖尿病有所見者などの割合の増加などが課題となっている。３０～５０代の働き盛りの方の食育が重要、「地域職域保健ネットワーク会議」を立ち上げ、啓発を行っている。２０年度からの特定健診・特定保健指導の実施準備を進めており、医療費やレセプトの分析を通じて計画策定することを予算に計上している。
今まで住民健診として、４０歳以上の方を中心に地域で健診を行ってきた。国保の方もサラリーマンのご家族の人もいる。今後は、保険者ごとになるので、家族も含めて保険者の責任になり、家族も含めて健診が進むことが期待できる。それを市民の健康づくりに施策として反映させなければならない。データに基づく施策が可能と考えている。
· 回答
地域における「食」を通じた介護予防にも取り組んでいる。１９年度事業として若いお母さんにきちんとした食生活を学んでいただくよう、健康づくりについて着実に取り組んでいきたい。
· 要望
健康を楽しむまちづくりとの連携が足りないように感じます。県の健康財団がＷＨＯの調査データを元にバランスのよい食生活の運動を進めています。県は県、市は市でなく、こちらももっと連携した取り組みができない？２０年度から特定健診が始まることが決まっています。もっと市民にわかりやすい取り組みを。
６．障害者自立支援
· 質問
昨年、施行された障害者自立支援法は、現場からのたくさんの見直しの声を受けて、何度も見直しが行われてきました。今年度は、通所・在宅利用者に対する軽減策が講じられ、負担の上限額が１／４に引き下げられたり、軽減の対象世帯が拡大されると聞いています。こうした見直しの声は、団体からだけでなく、実務を担当する神戸市からも強く要望を行ってきたことで、実現されてきていると思います。神戸市からの要望はどんなもので、その結果、実現できているのか、お伺いします。更に、今後、利用者が不安を抱かずにサービス利用が続けられるのか、状況を伺います。

· 回答
４月から１割負担となり、低所得者等について、「個別減免」「補足給付」などの様々な負担軽減策が設けられたが、それでも負担が大きいという声がある。原因として家族と同居の場合、軽減の適用が少ない、授産施設では「工賃より利用料の方が多い」などの意見があった。大都市福祉主管課長会、また、神戸市単独でも低所得者への更なる負担軽減を強く要望してきたところである。
その結果として、１９年４月から２０年までの経過措置として、一定の資産以内の方を対象に従来の１割負担の上限額を１／４に引き下げることとなった。本市では、更に、資産要件の対象外の方にも上限を１／２にという措置をとっている。負担の問題は、一応収まっていくのではないかと認識しているが、動向を見極めていく必要がある。
7． 障害者の工賃アップについて
· 質問
障害者保健福祉計画２０１０の後期計画の中で、いろいろと数値目標が掲げられています。その中に、就労推進の目標があり、福祉就労の工賃を１７，０００円以上にする目標が掲げられています。現在の福祉就労の平均工賃は、授産施設５２００円、作業所１００００円くらいと聞いています。効果が高いと言われているジョブコーチを増員するなど、就労推進の取り組みは進められてきていますが、福祉就労について現在の５２００円、１００００円から、１７０００円へと向上させるための具体的な施策はどのように考えておられますか。
· 企業・大学との連携を考えている。お菓子を作っている会社の箱折、箱詰めや生産ラインの一部を請け負う、大学では清掃等の一部の業務委託など。取り組んでもらえる企業・大学に対し受け入れのための施設準備の助成を行う。
また、コンサルと連携して福祉企業家経営塾を開催したい。障害者雇用を前提として事業を立ち上げる事業者や施設・作業所を対象として、「福祉と経営の融合」という観点から研修を実施し、経営を支援しようというもの。
8． 助産師の活用について
· 質問
昨今、産婦人科や小児科の不足が全国的な問題となっています。神戸市では、出産に支障が出るには至っていないようですが、出産ができる病院や診療科は減少していると聞きます。一方で、助産師さんの声を聞くと、正常分娩を扱うことができるのに、一般の看護師として勤務している人が多く、せっかく取った難しい資格が活かしきれない、という現状も伺いました。
アメリカでは、病院のそばに、「バースセンター」というものが併設されていて、出産時のハイリスク・ローリスクを診断し、ローリスクの場合はバースセンターで出産する、といったことが当たり前になっているとも聞きましたが、国や県でも助産師さんを活用した様々な支援事業を行う予定であるということです。神戸市でも、産婦人科の不足に対する不安を解消していくため、資格を持った助産師さんが大いに活躍できるような基盤づくりを進めていくべきではと考えますが、ご見解をお伺いします。
· 回答
正常なお産を扱える助産師の活用は、単に医師不足を補うだけでなく、より快適なお産の多様なニーズに応える助産師の役割を発揮する観点から、選択肢の一つとして注目されている。従来から神戸市では、助産師の育成・活用に取り組んでいる。
国においては、「助産師確保総合対策事業」が打ち出され、県と共に、助産師の確保について懇談会を開催している。座長は、助産師である神戸市職員が務めており、１９年度からは、全国的な助産師活用の検討の場にも参画することになっている。
地域の病院で院内助産所を開設する際に、県と協調して施設整備の予算を計上している。

9． 児童養護・里親制度について
· 虐待を受けた子供のニュースが途絶えません。虐待は早い段階で兆候を見つけ出し、未然に防止するのが一番ですが、残念ながら、なかなか皆無にならないのが現状です。虐待を受けたり、育児放棄された子供たちが、その後、できるだけ家庭のぬくもりのあるところで育てられていくことは大切です。専門里親という制度が設けられていますが、一般にあまり知られておりません。こうした里親を広く求め、可能な限り家庭に近い状態で子供が育つことができるよう、広報を充実し、里親への支援を行っていくことが必要だと思います。また、児童養護施設で受け入れる場合にも、家庭に近い環境で暮らせるよう、施設への支援を充実するべきと考えますが、ご見解をお伺いします。
· 回答
里親についての広報は、（財）家庭養護促進協会に委託しており、新聞・ラジオでＰＲに努めている。里親についての支援は、里親手当て、運営費補助、幼稚園就園にかかる費用や修学旅行補助、こづかいの補助など。相談や一時的な休息をとるためのレスパイト・ケア事業、里親相互の交流の場を設けている。児童養護施設では、小さいグループで、施設本体とは違うところでグループハウスを作ったり、小さいユニットで対応するなどしている。今後も、家庭的な環境での養育を工夫して進めていきたい。

